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 ハザードマップの現状
 ハザードマップの位置づけ、作成の流れ、公表状況

 ハザードマップの記載事項

 ハザードマップの提供方法（デジタル化、等）

 ハザードマップの利活用方法・活用を促す取組

 ハザードマップの浸透状況

 避難行動につなげるため、工夫されている取組みについて
 避難行動に寄与するため、「分かる化・見える化」している事例

 あらゆる主体に「伝える」ことを配慮したハザードマップの事例

 障害の特性に応じたハザードマップの作成状況

本資料の構成



様々な段階で提供している水害リスク情報の種類

平時 数日前～ 数時間前～

災
害
発
生

合同記者会見（気象庁・国交省）

早期注意情報等 キキクル等

川の防災情報（水位情報）

洪水予報

 ハザードマップは、水害リスク情報のうち、主に、「平時」に提供している基礎的資料であり、『自然災害
による被害の軽減や防災対策に使用する目的で、被災想定区域や避難場所・避難経路などの防災関
係施設の位置などを表示した地図（※）』のこと

ハザードマップ

避難のための教材等提供

3（※） 国土地理院HP https://www.gsi.go.jp/hokkaido/bousai-hazard-hazard.htm

https://www.gsi.go.jp/hokkaido/bousai-hazard-hazard.htm


 災害発生時において、ハザードマップを確認するタイミングは、避難行動を確認する「警戒レベル2」。

 ハザードマップは、「災害発生前にしっかり勉強する場面」と「災害時に緊急的確認する場面」を念頭
に作成されるもの（※）である。 （※ 水害ハザードマップ作成の手引きより）

災害時におけるハザードマップと警戒レベルとの関係

4

政府広報オンライン
https://www.gov-online.go.jp/

useful/article/201906/2.html

ハザードマップを
確認するタイミング →

気象庁HP https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/alertlevel.html

https://www.gov-online.go.jp/
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/alertlevel.html


洪水ハザードマップ

 （水害等）ハザードマップは、洪水 ・ 内水 ・ 高潮 ・ 津波 ・ 土砂災害の種類がある。

内水ハザードマップ

高潮ハザードマップ

津波ハザードマップ

ハザードマップの種類

※内水・・大雨が発生した際に、下水道等に雨水を排水できないこと又は
下水道等から公共の水域等に雨水を排水できないことによる出
水（水防法に規定される雨水出水と同じ）
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土砂災害ハザードマップ



洪水浸水想定
区域の指定

（国・都道府県）
【水防法第14条】

内水浸水想定

区域の指定
（都道府県・市町村）

【水防法第14条の2】

高潮浸水想定
区域の指定
（都道府県）

【水防法第14条の3】

津波浸水想定の
設定

（都道府県）
【津波防災地域づくりに

関する法律第8条】

ハザードマップを作成・周知（市町村）
【水防法第15条３項、津波防災地域づくりに関する法律第55条、土砂災害防止法第8条３項】

 ハザードマップの作成・周知に関する法制度は、「水防法」「津波防災地域づくりに関する法律」「土砂災
害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下、土砂災害防止法）」等に規定さ
れており、主な内容は以下の通りである。

市町村地域防災計画に必要事項を規定（市町村）
【水防法第15条１項、津波防災地域づくりに関する法律第54条、土砂災害防止法第8条１項】

津波災害警戒区域
の指定

（都道府県）
【津波防災地域づくりに 関

する法律第53条】

ハザードマップに関する法制度
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土砂災害警戒

区域の指定
（都道府県）

【土砂災害防止法第7条】



浸水想定区域図の主な作成手順（洪水災害の例）
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 想定最大規模の降雨に基づく洪水浸水想定区域図の主な作成手順は、①降雨の設定、②河川流量
の設定、③河川水位及び破堤地点の設定、④氾濫条件と流下能力の把握、⑤氾濫計算、⑥浸水解
析により、算定する。

①降雨の設定 ②河川流量の設定
③河川水位及び破堤

地点の設定

④氾濫条件と流下能
力の把握

⑤氾濫計算 ⑥浸水解析



浸水想定区域図～ハザードマップの作成の流れ（洪水災害の例）

8

①複数の決壊箇所を
想定します。

決壊箇所

洪水浸水想定区域図

②それぞれの最大浸水域を計算します。

③浸水域を
重ね合せ
ます。

④洪水浸水想定区域の公表

時間の経過によって
氾濫域は異なります
ので、最大浸水域を

計算しています。

想定し得る最大規模
の降雨で計算

 洪水浸水想定区域図は、設定した各破堤点の最大浸水域を重ね合わせて、公表している。

 洪水浸水想定区域図に、避難所等の情報や情報伝達の方法等を表示したものがハザードマップである。

ハザードマップ

⑤避難所等の情報
を表示



38%

62%

95%

5%

95%

5%

高潮ハザードマップ
R3.10末時点

対象

687
市区町村

津波ハザードマップ

R3.9末時点（※2）

対象
1,071

市区町村

内水ハザードマップ

R3.3末時点（※3）

公表済

418市区町村

未公表

653市区町村

災害ごとのハザードマップ作成・公表状況

98%

2%

対象
1,403

市区町村

公表済

1,378市区町村

未公表

25市区町村

洪水ハザードマップ

R3.7末時点（※1）

29%

71%

対象
147

市区町村

公表済

42市区町村

未公表

105市区町村

対象

1,601

市区町村

公表済

1,525市区町村

未公表

76市区町村

土砂災害ハザードマップ

R3.9末時点

公表済

652市区町村

未公表

35市区町村

 災害発生時に住民が適切な避難行動をとれるよう、市区町村により各種ハザードマップの公表が進め
られているところ。洪水ハザードマップは、98％の市区町村で作成が完了している。

※２ 津波防災地域づくりに関する法律に基づ

かないハザードマップを含む

※３ 水防法に基づかないハザードマップを含む

※１ 計画規模降雨相当を含む
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指定済み河川数

国
管
理
河
川

都
道
府
県
管
理
河
川

対象河川数

対象
市区町村数

1,403

洪水浸水想定区域の指定
洪水ハザードマップの公表

想定最大規模 計画規模

水位周知河川
150

150

（100%）

150

（100%）

洪水予報河川
298

298

（100%）

298

（100%）

448

（100%）

448

（100%）

水位周知河川
1,582

1,570

（約99%）

1,572

（約99%）

洪水予報河川
128

128

（100%）

128

（100%）

1, 698

（約99%）

1,700

（約99%）

計 2,158
2,146河川

（約99％）

2,148河川

（約99％）

想定最大規模 計画規模

1,166市区町村
（約83%）

1,378市区町村
（約98%）

計 448

計 1,710

洪水浸水想定区域の指定と洪水ハザードマップの公表状況

令和3年7月末時点

 洪水予報河川及び水位周知河川における洪水浸水想定区域（想定最大規模） の指定率は約99%。

 洪水ハザードマップの作成率は、想定最大規模相当は、約83%、計画規模相当は約98%。
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※10月14日18時時点で国土地理院で収集した情報と標高データを用いて浸
水範囲における水深を算出し、深さごとに色別に表現した地図。実際に浸水
のあった場所でも表示されていない場合、浸水していない場所でも浸水範囲
として表示されている場合がある。

東日本台風浸水推定段彩図（国土地理院作成）

凡例
×：人的被害発生場所
※出典：静岡大学防災総合センター 牛山

教授レポートより

×

×
×

×

阿武隈川水系阿武隈川洪水浸水想定区域図

洪水予報河川や水位周知河
川以外の河川の氾濫により浸
水被害が発生しているエリア

水害リスク空白域の課題（洪水浸水想定区域の指定義務がない河川での浸水被害の発生）

 令和元年東日本台風では、堤防が決壊した71河川の約6割の43河川が浸水想定区域の指定義務がな
い中小河川であり、水害リスク情報の空白域解消が課題であった。

11



水防法を改正し、洪水浸水想定区域及び内水浸水想定区域の指定対象を拡大

※全ての一級・二級河川や下水道とは、住宅等の防護対象のある全ての一級・二級河川や浸水対策を目的として整備された下水道のこと。

洪水予報河川及び水位周知河川（約2,000河川）や水位周知下水道（約20団体）に加え、周辺に住宅等の防護対象
のあるものについて指定対象に追加し、洪水浸水想定区域では約15,000河川、内水想定区域では約1,000団体が
新たに指定対象として追加。

洪水浸水想定区域及び内水浸水想定区域の指定対象数

洪水浸水想定区域指定とハザードマップ作成の対象河川拡大

 水害リスク情報の空白域を解消するため、水防法を改正（令和3年7月施行）し、浸水想定区域図及び
ハザードマップの作成・公表の対象を全ての一級・二級河川や下水道※に拡大。
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 洪水・内水・高潮の浸水想定区域の指定、津波災害警戒区域の指定、土砂災害警戒区域の指定があ
った場合に、ハザードマップに記載すべき事項は以下の通り。

洪
水
・
内
水
・高
潮

・想定最大規模降雨・高潮による浸水想定区域・水深を示した図面
水防法施行規則第11条

・洪水予報等の伝達方法 水防法第15条

・避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項

・避難訓練の実施に関する事項

・浸水想定区域内に存在する地下街等・要配慮者利用施設・ 大規模工場等 の名称・場所

・土砂災害警戒区域、津波災害警戒区域

津
波

・津波災害警戒区域・同区域における基準水位を示した図面 津波防災地域づくりに関する法

律施行規則第30条

・津波に関する情報の伝達方法 津波防災地域づくりに関する
法律第55条

・避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路 に関する事項

土
砂
災
害

・土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域並びにこれらの区域における土砂災
害の発生原因となる自然現象の種類を表示した図面

土砂災害警戒区域等におけ
る土砂災害防止対策の推進
に関する法律施行規則第5条

・土砂災害に関する情報の伝達方法 土砂災害警戒区域等におけ
る土砂災害防止対策の推進

に関する法律第8条・急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における避難施設その他の避難場
所及び避難路その他の避難経路に関する事項その他警戒区域における円滑な警戒
避難を確保する上で必要な事項

 ハザードマップは、「印刷物の配布その他の必要な措置」※1や「インターネット の利用その他の適切な方法」 ※2により、周知する必要がある。

※1：水防法第15条、津波防災地域づくりに関する法律第55条、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第8条
※2：水防法施行規則第11条、津波防災地域づくりに関する法律施行規則第30条、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第8条

ハザードマップの記載内容（水防法等における規定）

13



主な記載内容 イメージ

地
図
面

①.市区町村が設定した「早期の立退き

避難が必要な区域」
②.「早期の立退き避難が必要な区域」

における避難行動の説明
③.浸水深や家屋倒壊等氾濫想定区域

等の浸水情報
④.凡例

情
報
・
学
習
面

①.住民等が地域の水害リスクや防災

等に関して学習できるような様々な
情報 ・地図面に記載できなかった浸
水情報やそれに対応する避難行動
の詳細な説明

 洪水・高潮・内水・津波の各災害のハザードマップについては、「水害ハザードマップ作成の手引き」により、
標準的な記載事項を示している。

 「水害ハザードマップ作成の手引き」で示している、ハザードマップに示すべき事項は以下の通り。

ハザードマップの記載内容（水害ハザードマップ作成の手引きにおいて示す事項）

14



水害ハザードマップ作成の手引きで示している、緊急時の避難行動に寄与する事項

 水害ハザードマップは、住民等が自らの判断で適切な避難を行えるよう各種情報を提示するもの
であるが、緊急時においては、『一目で自分のいる場所での避難行動が判別できる必要もあるこ
と』が記載されている。

15手引きに記載されている地図面の一例



水害ハザードマップ作成の手引きで示している、障害等への配慮事項（色覚障害への配慮）

 水害ハザードマップ作成の手引きにおいて、視覚障害への配慮に関する記載内容は、浸水深の
標準的な配色の提示とまたハザードマップ内での色の使い方として、色の明度差や組み合わせ
について、配慮事項として記載している。

 浸水深の標準的な配色については、ISO 等の基準や色覚障害をもつ方への配慮、他の防災情
報の危険度表示との整合性も含めて検討している。

手引きに記載されている浸水深の標準的な配色

手引きに記載されている色彩等の記載事項 16



 土砂災害ハザードマップ作成ガイドラインで規定している、ハザードマップに示すべき事項は以下の通り
。

ハザードマップの記載内容（土砂災害ハザードマップ作成ガイドラインにおいて示す事項）
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主な記載内容 イメージ

共
通
項
目

①土砂災害警戒区域等及びこれらの区域
における土砂災害の発生原因となる自
然現象の種類

②土砂災害に関する情報の伝達方法
③急傾斜地の崩壊等が発生するおそれが

ある場合における避難施設その他の避
難場所及び避難路その他の避難経路に
関する事項

地
域
項
目

①要配慮者利用施設に関する事項
②土砂災害警戒情報等の防災気象情報に

関する事項
③避難指示等に関する解説と留意事項
④土砂災害に関する基本情報
⑤避難時の心得に関する事項
⑥その他の事項

情報伝達経路や方法を記載した事例

避難の心得を記載した事例



 ハザードマップは、紙媒体による全戸配布による周知が主な方法であるが、近年は電子版による普及
や電柱への標識掲示（まるごとまちごとハザードマップ）などの周知も実施されている。なお、電子版には
、紙媒体のハザードマップの内容をそのままPDF等で掲載する事例が多い。

 一方で、先進的な取組として、GIS機能やスマートフォン等GPSやAR技術などのIT技術を活用したハザード
マップの作成も進んでいる（次頁以降参照）。

紙媒体と同様の内容をPDFで掲載
まるごとまちごと

ハザードマップ

ハザードマップの提供・周知方法（事例）

18

引用：京都市福知山市HP



デジタルツールによるハザードマップの提供事例（１）

インターネット（GIS）を活用したハザードマップ

【兵庫県神戸市の事例】

インターネットを利用して地図上の位置情報やその位置情報に様々な行政情報を関連付けて配信する
ことで、これまで文字のみで案内していた行政情報を地図に関連付けて視覚的に表現することで、より分か
りやすい情報発信を目指した地図サイトであり、その一つの情報として水害ハザードマップが含まれる。

〇主な情報内容
・洪水（想定最大／計画規模）・内水浸水想定区域・土砂災害警戒区域、

危険個所・アンダーパス・避難施設・官公署・防災関連施設について、レイヤーで選択して表示できる。
・背景地図は航空写真、地形図の選択が可能
・縮尺は8段階で選択可能。

神戸市情報マップ 19



デジタルツールによるハザードマップの提供事例（２）

スマートフォンの機能を活用したハザードマップ

避難情報の発令区域の地図表示 開設避難所へのルート案内機能

【広島県広島市の事例】
避難情報の発令のプッシュ通知+危険場所を回避した避難所への経路案内

（出典：「防災×テクノロジー官民連携プラットフォーム 第1回セミナー」ファーストメディア株式会社 発表資料）

20



デジタルツールによるハザードマップの提供事例（３）

ARを活用したスマホアプリ

【東京島葛飾区の事例】

ARを活用し、避難所、緊急避難建物などの各種防災情報を
スマートフォンやタブレット端末で確認できるアプリを提供。
視覚的に被害想定や、施設等がある方向・距離を把握できる。

〇主な情報内容
・洪水浸水想定区域（想定最大）
・洪水時の緊急避難建物
・GPS情報と連動して、カメラで撮影した実写の映像に現在位

置周辺の浸水深情報をAR表示可能。
・背景地図は、航空写真、地形図等から選択可能。
・縮尺は自由に選択可能

天サイ！まなぶくん葛飾区版 防災情報可視化ARアプリ

21



水害ハザードマップの利活用方法（事例）

 ハザードマップを活用した取組事例は、①避難訓練等、②防災学習・防災教育、③説明会やワークショッ
プなどがあげられる。

 ハザードマップの積極的な活用については、④メディア等からの呼びかけも実施されている。

①ハザードマップを確認し、

避難場所への避難訓練を実施

② 学校教育において
ハザードマップの説明を実施

③ 地域住民に対するハザードマップ
の説明会やワークショップを開催

④ メディア等による活用呼びかけ
22引用：NHK HP https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210706/k10013122601000.html

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210706/k10013122601000.html


○ 業界の研修会等の場で、水害リスクに関する情報の
解説等を行うよう、都道府県と不動産関連団体に対
して協力依頼を発出。

○ 不動産取引時に、宅地や建物が存する市町村が作
成・ 公表するハザードマップを提示し、当該取引の
対象の宅地や建物の位置等を情報提供するよう不
動産関連団体に対して協力依頼を実施。

不動産関連事業者への水害リスクに関する情報の解説の様子
（全国各地で説明会を実施）

【平成31年4月】

○ 水害リスクに係る説明を宅地建物取引法業上の
重要事項説明として義務づけ。

【令和元年7月】

【令和2年7月】

 不動産取引時にその相手方に取引の対象となる物件に関する水害リスクを認識してもらうため、水害リス
クに係る説明をすることが、令和2年7月に宅地建物取引法業上の重要事項説明として義務化された。

最近のハザードマップ活用事例（不動産取引における水害リスク情報の提供）

23引用：荒川区防災地図（水害版）



浸
水
す
る
か
確
認

す
る
こ
と
が
大
切

ね
！

あなたにとっての危険な場所をよけて
逃げるには?

国・都道府県・市区町村等が連携し、
様々な地域でワークショップを開催中

ハザードマップの活用を促す取組み（マイ・タイムライン）

 マイ・タイムラインとは、台風の接近等によって、河川水位が上昇する時に、住民一人ひとりの家族構
成や生活環境に合わせて、「いつ」・「何をするのか」をあらかじめ時系列で整理した自分自身の防災
行動計画。

24



マイ・タイムラインの普及に向けた取組み

25③地域連携型要配慮者
マイ・タイムラインの事例

④マイ・タイムラインリーダー認定講座
の取り組み～オンライン開催の事例

 マイ・タイムラインの検討ツール（逃げキッド）や検討のためのガイドブックを提供
 無関心層等への普及のため、オンラインを活用したYoutube生配信による作成講座の実施
 講師等育成のため、地域住民等や自治体職員に向けたマイ・タイムラインリーダー認定講座の実施

①検討ツール（逃げキッド）公表 ②かんたん検討ガイドの公表

25



マイ・タイムラインの最近の取組について

 全国各地でワークショップ形式での作成講習会を推進
 ファシリテーター（作成支援者）の育成に向けて、気象キャスターや防災士・消防団等と連携した研修

会の実施
 さらに、デジタル技術の活用した「デジタル・マイ・タイムライン」の取り組みを展開

デジタル・マイ・タイムラインの取組み推進
〜Yahoo!防災速報 「防災タイムライン」の事例〜

日本防災士機構・日本防災士会と
連携した研修会の実施

消防団（水防団）への研修会
の実施

オフィス気象キャスターネットワークと
連携した研修会の実施

26
引用：Yahoo!JAPAN HP https://about.yahoo.co.jp/pr/release/2021/08/30a/

https://about.yahoo.co.jp/pr/release/2021/08/30a/


 令和3年8月に、ハザードマップが作成されている市区町村に居住する一般住民1500人に対しwebアン
ケートを実施。

 ハザードマップを見たことがある人は、約7割。逆に見たことのない人は、31%。
 閲覧のきっかけは、①「避難に備える」、②「市町村から配布された」の順。

 閲覧しない理由は、①「これまで水害の危険が迫ってない」、②「水害の危険が無いと思っている」の順で
あり、防災意識の低い住民への周知・啓発が課題である。

Q. 自分が住んでいる市区町村の水害ハザード
マップを見たことがありますか

見たことがある 見たことがない

全体
N=1500

1039
(69%)

461
(31%)

0 100 200 300 400 500 600 700

その他

防災訓練などへの参加

ニュース等の呼びかけ

市区町村からの配布

避難に備える

Q. 見ようとおもったきっかけは何ですか

0 20 40 60 80 100 120 140 160

その他

見るのが面倒

ハザードマップが何か知らない

見方がよくわからない

どこで見たらよいかわからない

水害の危険が無いと思っている

これまで危険が迫っていない

27

Q. 見ないのはなぜですか

ハザードマップの浸透状況 （１）



 ハザードマップは避難や避難判断に、「大いに役に立っている」「ある程度役に立っている」と回答は、
約8割。

 「まったくに役に立っていない」「あまり役に立っていない」と回答した人のうち約４割は理由として、「自
宅にとどまってよいか避難所に行く必要があるか分からない」「どのような危険があるか分からない」等
を回答しており、平時の普及啓発の取組が住民の身の回りの水害リスクの正しい認識に繋がっていな
いことが課題である。

ハザードマップの浸透状況 （２）

Q. ハザードマップは避難や避難判断に
役立っていると思いますか

大いに役に立っている ある程度役に立っている

あまり役に立っていない まったく役に立っていない

わからない

全体
N=1039

241
(23%)

89
(9%)

0 10 20 30 40 50 60

情報に不足がある

どこに避難したらよいか分からない

いつ避難したらよいか分からない

どこを通って避難したらよいか分からない

どのような危険があるか分からない

自宅にとどまってよいか避難所に行く必要が

あるのか分からない

Q. 「あまり役にたっていない」、「まった
く役に立っていない」と回答した方は、
なぜそのように感じていますか。

N＝123 ※複数選択あり

586
(56%)

106
(10%)

17
(2%)

28



ハザードマップに関する現状と課題のまとめ

29

○ ハザードマップに示している情報は、住民の避難に必要な基礎的かつ標準的
な情報であり、多くの市区町村において、紙面によるハザードマップの提供は
進められている。また、デジタル技術を活用したハザードマップの提供も広がっ
ている等、様々な手段を通じて、ハザードマップを周知・利活用する取組みが
進められている

○ハザードマップは、住民の避難に役立っていると考えられる一方で、ハザード
マップの情報だけでは自分自身がとるべき避難行動がわからないという意見も
あり、より一層、「身の回りの水害リスクを正しく認識し、避難行動につなげる」
ことが課題



避難行動につなげるために
工夫されているハザードマップの作成事例

30



31

 内容をかみ砕いて「見える化、わかる化」し、避難行動に寄与する事例

 ハザードマップは、住民等が適切な避難を行えるよう各種情報を提示するもので

あるが、「災害時に緊急的確認する場面」において、自分のいる場所等での避難

行動が容易に判別でき、適切な避難行動につながるよう、情報内容の「見える化、

分かる化」しているもの

 あらゆる主体に対して伝えるため、「伝わる」よう工夫した事例

 あらゆる主体に対して、ハザードマップの情報内容を伝えるため、一つの手段で

はなく、複数の手段を通じて伝えているもの

工夫されているポイント



避難行動に寄与するため、「分かる化・見える化」しているハザードマップ事例（１）

32

早期の避難が必要な区域の住民に
避難行動のメッセージを記述したハザードマップ

【島根県美郷町の事例】
早期の避難が必要な区域の住民に対して、避難場所や避難時の心得えなどを地域単位で記載した

ハザードマップ。

引用：島根県美郷町洪水ハザードマップ



33

避難行動の判断をチャートで整理したハザードマップ

【奈良県橿原市の事例】

浸水深や個々人の状況に応じてチャー

ト式の選択を繰り返すと最適な避難行動

が確認できる仕組み。避難行動に必要

な情報も最小限に絞ったハザードマップ。

避難行動に寄与するため、「分かる化・見える化」しているハザードマップ事例（２）

引用：橿原市洪水ハザードマップ



あらゆる主体に「伝える」ことを配慮した水害ハザードマップの事例（１）

点字によるハザードマップ
【東京都大田区の事例】

点字版のハザードマップを作成し、点字図書館に配備し
ている。

〇主な情報内容
・避難指示等の伝達手法
・水害時に得られる情報と受信や取得の方法
・避難行動の解説と留意事項、避難場所等の一覧
・防災関係機関一覧

音声によるハザードマップ

【京都府福知山市の事例】
市役所のホームページで、ハザードマップの各頁の音声版を

公開している。なお、音声ファイルは、「情報・学習面」15ファイ
ル（約117分）、「地図面」は地区単位で構成されている。

〇主な情報内容
・地区単位で浸水深の程度、地区内のランドマークの浸水深
・避難場所の浸水の有無
・家屋倒壊等氾濫想定区域が該当するおおよその範囲
・土砂災害区域が該当するおおよその範囲
・避難指示等の伝達手法
・水害時に得られる情報とその受信や取得の方法、
・避難行動の解説と留意事項、避難場所等の一覧、 引用：京都府福知山市HP 34



音声によるハザードマップ

【東京都葛飾区の事例】
紙媒体に配布されたハザードマップの各頁に、Uni-Voiceが記

載されており、音声で記載内容を確認できる工夫を実施している。
※Uni-Voiceは、スマートフォン専用アプリで読み取り、音声で内容を確認することが可能な仕

組み。

○主な情報内容
・避難指示等の伝達手法や水害時に得られる情報と受信取得
方法

・ハザードマップの降雨条件
・地域単位の氾濫水のおおよその到達時間と継続時間
・上記に伴う避難行動

手話によるハザードマップ

【北海道石狩市の事例】
紙媒体の動画から、QRコードでYouTube動画により手話に

よる説明動画を閲覧可能。動画は22本あり、そのうち11本は地
区単位の動画になっている。

残りは、防災ガイドの共通部分を説明している。

○主な情報内容
・避難指示等の伝達手法や水害時に得られる情報と受信取
得方法

・水害発生のメカニズム
・安否確認情報

引用：葛飾区HP

引用：北海道石狩HP 35

あらゆる主体に「伝える」ことを配慮した水害ハザードマップの事例（１）



点図による防災マップ

【長野県長野市の事例】
令和元年東日本台風の浸水被害があり、視覚障害

者の方が使用することのできるハザードマップが作成
されていなかったため、ハザードマップの内容を点図
として、地元の高専と共に、試作品を作成。

〇主な情報内容
・浸水深、避難経路、主要道路を点字や凹凸のある
線で表現している。

36

立体地図によるマップ

【東京都大田区の事例】
地形の高低差を直感的に把握するために作成。

ハザードマップと同等の縮尺で作成し、避難所を赤丸で
記載。

〇主な情報内容
・河川の堤防を含め、地形の高低差を凹凸で表現して
いる。

・避難場所は赤丸、主要道路や鉄道についても明示し
ている。

あらゆる主体に「伝える」ことを配慮した水害ハザードマップの事例（３）

引用：長野高専 藤澤教授提供資料



やさしい日本語によるハザードマップ

【新潟県長岡市の事例】

やさしい日本語や、英語、中国語、ベトナム語に対応したハザードマップを作成している。

やさしい日本語版の事例

37

あらゆる主体に「伝える」ことを配慮した水害ハザードマップの事例（４）

引用：新潟県長岡市
外国人向け洪水ハザードマップ



あらゆる主体に「伝える」ことを配慮するため
障害の特性に応じたハザードマップの作成状況

38



 あらゆる主体に伝えることを目的とし、障害の特性に応じた水害ハザードマップの作成自治体は、41
自治体と非常に少ない。

 作成している41自治体のうち、記載内容の伝達方法は、地図情報を取得しづらい視覚障害者等へ
の対応となる「音声対応」が最も多い。

あらゆる主体に「伝える」ことを配慮するため、障害の特性に応じたハザードマップの作成状況

作成済 作成中・検討中 作成の予定なし 無回答

対象
1591

市区町村

1471

(92.5%)

26
(1.6%)

41

(2.6%)
53

(3.3%)
作成済みハザードマップの

記載内容の伝達方法※複数回答有

0 5 10 15 20 25 30 35

その他

デイジー

手話

点字

音声

※その他の主な回答
・イラスト表示 ・パンフレット
・市ウェブサイト

Q. 障害の特性に応じた水害ハザードマップを作成していますか

39



 障害の特性に応じた水害ハザードマップが作成済である41自治体のうち、障害に対応した水害ハザード
マップの公表方法は、直接配布：22回答、自治体HPで公表：20回答、福祉部局で配布：10回答の順で対応
されている。

 自治体HPで公表している作成済の20市区町村のうち、障害者へのwebアクセシビリティに配慮している自
治体は、8市区町村であった。

障害の特性に応じたハザードマップの障害当事者への提供方法

6

10

20

22

0 5 10 15 20 25

その他

福祉部局の窓口での

配布

自治体HPで公開

直接配布

Q. 障害の特性に応じた水害ハザードマップの公表方法

HPで公開している自治体の
ウェブアクセシビリティ対応の状況

20
市区町村

配慮している
特別配慮していない
わからない

８

２

10

〔国土交通省調べ〕

※複数回答あり

40



 新潟県長岡市では、複数河川における各地域の浸水深と家屋倒壊等氾濫想定区域を音声で提示してい
る。浸水深ランクを1～5で分類し、各河川単位で浸水深を示している。

 地区ごとに、浸水深の情報を提供している。

障害の特性に応じたハザードマップの主な情報内容と手引きとの関係（地図面）

（音声データ：a000018）
長岡川東地域
河川が氾濫した場合に予想される最大の浸水深ランクは、1が0.5 M 未満、2が0.5 m から3.0 m 未満、3
が3.0 m から5.0 m未満、4が5.0mから 10.0 m 未満、5が10.0 m から20.0 m 未満となります。
町名をあいうえお順で読み上げます。
対象の河川は、信濃川、刈谷田川、栖吉川、猿橋川、太田川、稲葉川、柿川、浄土川です。
なお、浄土川は計画規模の降雨を想定しています。

（音声データ： a000019）
あ行 青木町 信濃川3、栖吉川3、太田川3，柿川2，刈谷田川、猿橋川、稲葉川、浄土川浸水は予想さ
れません

（音声データ： a000030）
信濃川氾濫流
信濃川の家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）がある町名は、青島町、青山町、和泉二丁目、今井一丁
目、今井二丁目、今井三丁目、今井町、大河原町、大宮町、春日一丁目、春日二丁目、北園町・・・・・・
天神町、中島一丁目、中島二丁目、中島三丁目、中瀬一丁目、中瀬二丁目、南陽一丁目南陽二丁
目、・・・山田一丁目、山田二丁目です。

41



障害の特性に応じたハザードマップ等を提供している市区町村等へのヒアリング結果

【自治体A】

○ 当事者からの要望を踏まえて音声版と点字版を作成している。紙版ハザードマップの情報が得られないのは主に視覚障害者と認識し
ている。

○ ハザードマップの情報は理解が難しい場合があるので、特に重要な情報のみを平易な言葉で提供するのが望ましいと考えている。ま
た、ハザードマップの情報量は多いため優先的に提供すべき情報を示していただくと助かる。

【自治体B】
○ 市内に視覚と聴覚の障害者が多いため、行政が主体的に音訳CDを作成し、地区防災ガイドには手話を掲載している。

○ 地図情報を点字化して文字する場合は、作成する側もチェックが難しく大変である。点字を理解できる人が多いわけではないため、
音声案内が広く有効であると考えている。

【自治体C】
○ 当事者団体からの要望を踏まえ点字版のハザードマップを作成している。なお、実際に活用されているかは把握できていない。

【自治体D】

○ 行政が主体的に防災ハンドブックの点字版、音声版、DAISY版を作成している。

【当事者団体】

○ 障害の種類は多様である。例えば、点字が分かる人もいれば、分からない人もいる。視覚障害に対応する情報提供のあり方としては、
一つの手段で解決できるものではない。複数の手段を選べるようにしてもらいたい。

 主な意見等は以下のとおり

 ハザードマップの情報量が多い中で、どのような情報を優先的に提供すれば良いのかが分からないため、
ハザードマップの手引きなどに明記してほしい。

 複数の手段を障害者が選択できるような対応を図ってもらいたい。

ヒアリング結果の概要
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障害の特性に応じた水害ハザードマップの現状（まとめ）
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〇障害の特性応じたハザードマップの作成に取り組んでいる自治体
は多くない。

○市区町村からは、「どのような情報を優先的に提供すれば良いのか
が分からない」ため、手引き等に明示してほしいという意見もある。

○視覚に障害を有する方に対して、紙面のハザードマップによる情報
提供には限界がある。また、提供する手段は、一様ではない。


